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研究力強化に向けた改革に係る研究教育職員の任期に関する規則等の 

廃止及び研究教育職員に係る業績評価実施要項の一部改正について 

 

１． 趣旨及び経緯 

我が国の核融合研究分野を担う大学共同利用機関として求められる当研究

所の研究力強化を目的として、研究業績に関連する従来の評価制度及び人事制

度を改正する。 

 

＜検討の経緯＞ 

年月日 会議名等 内容 

令和６年４月１日 人事に関する 

臨時検討委員会 

所長から諮問 

令和６年４月 10日 人事に関する 

臨時検討委員会 

再任評価制度、採用及び昇任の目

安、業績評価にかかる評価水準の

検討 

令和６年５月 10日 人事に関する 

臨時検討委員会 

所長へ答申 

令和６年６月５日 核融合科学研究所

アドバイザリーボ

ード（第８回） 

上記答申について意見交換 

令和６年７月９日 学術経営会議 意見交換 

令和６年８月６日 学術経営会議 意見交換 

令和６年９月 10日 学術経営会議 意見交換 

令和６年 10月１日 学術経営会議 審議 

令和６年11月12日 学術経営会議 審議の結果、別紙「研究力強化に向

けた業績評価の改革について」の

とおり改革を行う方針を決定し

た。 

令和６年12月10日 学術経営会議 改正案審議 

令和６年12月24日 運営会議 審議 

 

２．改正内容 

（１）再任評価制度の廃止について 

(ア) 現行の再任評価制度は廃止し、研究教育職員（教授・准教授・助教）は、

新規採用当初から任期を定めず雇用することとする。 

(イ) 任期を定めて任用されている研究教育職員（教授・准教授・助教）は、
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施行日をもって期間の定めのない雇用に移行することとする。 

(ウ) 併せて再任評価制度に関係する諸規則を廃止又は所要の改正を行う。 

（２）業績評価について 

(ア) 本研究所の研究活動の活性化や学術の発展を促進するため、研究教育職

員に期待される標準的な業績水準を明示することとし、その水準は、年

間１編以上の査読付き主著論文の発表とする。 

(イ) （ア）の業績水準を達成できなかった被評価者に対して、自己評価及び

業績評価対象期間以降の研究目標並びに研究計画の説明を求める。これ

により、被評価者の理解度を高め、個々の研究教育職員のパフォーマン

ス向上に繋げる。 

(ウ) 連続する２年以上の業績評価対象期間において、（ア）の業績水準を達成

できなかった被評価者に対して、研究部長は面談を実施する。 

(エ) 過去３年間連続して（ア）の業績水準を満たさない被評価者の評価区分

は「Ｃ」又は「Ｄ」とする。ただし、（イ）の自己評価を考慮するものと

し、特別な理由のある場合はこの限りではない。 

(オ) 特任教員（特任教授・特任准教授・特任助教）は、特定の研究やプロジ

ェクトにおいて、任期を定めて研究教育に従事する者であるため、本改

正の対象外とする。 

 

３．改正又は廃止する規則等 

 ・核融合科学研究所研究教育職員の任期に関する規則（廃止） 

 ・核融合科学研究所研究教育職員の再任評価に関する申合せ（廃止） 

 ・核融合科学研究所運営会議任期制評価委員会要項（廃止） 

 ・核融合科学研究所における研究教育職員の育児休業等を取得する場合の任期 

の延長について（廃止） 

 ・核融合科学研究所の研究教育職員に係る業績評価実施要項 

 ・核融合科学研究所における研究教育職員の評価基準 

 ・核融合科学研究所運営会議人事委員会規則 

 ・研究・業務実績等評価委員会に関する申合せ 

 

４．施行年月日 

  令和７年 ３月１４日 

 

５．スケジュール 

  令和７年 ３月１４日 核融合科学研究所運営会議（審議） 
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2024 年 11 月 12 日 

 

 

 

研究力強化に向けた業績評価の改革について 

 

１．再任評価について 

  従来は、任期制を採用し、助教・准教授・教授の各職位に採用される度に 5 年を任期とす

る再任評価を 2 回行ってきた。雇用に直結した重大な案件であるため、再任条件は 5 年間

で主著論文 2 編以上という低水準に設定されていた。これがむしろ誤ったメッセージ（再任 
条件が標準的な業績水準であるかのような誤った通念）になっているという反省に基づき、 
再任評価は廃止する。これに伴って、研究教育職員（教授、准教授、助教）は期間の定めの

ない雇用（無期雇用）とし、期間の定めのある雇用の研究教育職員は期間の定めのない雇用 
に移行する。 

 

２．標準的な業績水準の設定 

  再任評価の廃止に伴い、研究教育職員の認識を改め、研究所の研究力強化を目的として、 
標準的な業績水準を提示する。 

  具体的には、標準的な業績水準として、研究教育職員には年間１編以上の主著論文発表* 

を期待する。査読付き論文のみを評価の対象とし、従来の再任評価において考慮された国際 
会議招待講演等の「同等の成果」は対象としない。 

  なお，毎年実施される「業績評価」における「Ｃ」あるいは「Ｄ」評価は，機構の業績評 
価委員会へ「業績不振」として報告されるものであり、業績の下限を特定する必要があるこ 
とから、「標準的な業績水準の設定」とは別の趣旨で実施されなくてはならない。 

*  主著論文とは当該職員が最大の貢献を行った論文であり、核融合科学分野では第一著者

論文であることが一般的である。 

 

３．標準的な業績水準の達成状況の評価 

  研究教育職員の業績評価は、研究・業務実績等評価委員会が行っている。今後は、同委員 
会が標準的な業績水準の達成状況を評価することとする。達成状況の評価においては、年間 
１編以上の主著論文発表を標準的な業績水準とする。 

 

４．標準的な業績水準を達成できなかった場合の対応 

(1)  標準的な業績水準を達成できなかった職員は、当該評価期間の研究活動に関する自己 
評価と次年度の研究目標・計画を作成し、研究・業務実績等評価委員会に提出すること 
とする。自己評価においては、研究活動における新しい挑戦、投稿中または執筆中の論 
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文、リジェクトされた論文、責任著者論文、指導する学生の主著論文、重要な貢献を行 
った共著論文等があれば、それらについても説明すること。 

(2)  ２年連続して標準的な業績水準を達成できなかった職員に対しては、(1)に加えて、研 
究活動の改善に向けた面談を研究部長が実施することとする。 

(3)  ３年以上連続して標準的な業績水準を達成できなかった職員に対しては、(1)及び(2)に

加えて、研究・業務実績等評価委員会において C 評価（やや良好でない）または D 評 
価（良好でない）の付与を検討する。C 評価及び D 評価の検討では、職員から提出さ 
れた自己評価も考慮することとする。 

 

以上 
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   再任評価関係規則等を廃止する規則（案） 

 

制  定 令和７年３月１４日 核研規則第  号 

 

 （目的） 

第１条 核融合科学研究所の研究力を強化するため，再任評価制度を廃止するにあたり，関

係規則等の廃止等について定めることを目的とする。 

（廃止する規則等） 

第２条 次に掲げる規則等は，廃止する。 

 (1)  核融合科学研究所研究教育職員の任期に関する規則 

 (2)  核融合科学研究所研究教育職員の再任評価に関する申合せ 

 (3)  核融合科学研究所運営会議任期制評価委員会要項 

 (4) 核融合科学研究所における研究教育職員の育児休業等による任期の延長の取扱いに

ついて 

 （任期付き研究教育職員の取扱い） 

第３条 この規則の施行日の前日において，任期を定めて任用されている研究教育職員は，

施行日をもって任期の定めのない研究教育職員として引き続き任用するものとする。 

 

 附 則 

１ この規則は，令和７年３月１４日から施行する。 

２ この規則の施行により，核融合科学研究所運営会議任期制評価委員会が定めた事項に

ついては，その効力を失うものとする。 
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核融合科学研究所の研究教育職員に係る業績評価実施要項 一部改正（案） 新旧対照表 

現   行  （ 旧 ） 改   正  （ 新 ） 

核融合科学研究所の研究教育職員に係る業績評価実施要項 

 

制  定 平成２７年４月１日 所長決定 

               最終改正 令和 ６年８月６日 

 

（趣旨） 

第１ この要項は，大学共同利用機関法人自然科学研究機構研究教育職員業

績評価実施要領（平成２７年４月１日機構長決定。以下「業績評価実施要

領」という。）第７（１）に基づき，核融合科学研究所（以下「研究所」と

いう。）における，研究教育職員の研究教育活動等の業績評価（以下「評価」

という。）の実施に必要な事項について定める。 

（評価の目的） 

第２ 評価は，次の各号に掲げる目的のために実施する。 

一 研究教育職員が，自己の活動を報告することによって，研究所の研究

教育活動等の活性化を促進する。 

二 研究教育職員の能力，実績を客観的かつ公正に評価し，評価結果を給

与等の処遇へ適切に反映させる。 

（評価の対象者） 

第３ 評価の対象者（以下「被評価者」という。）は，研究所に属する研究教

育職員（クロスアポイントメントを適用して派遣する者を含む。）する。た

だし，評価対象期間が１年未満の者は被評価者から除くことができる。 

（評価者） 

第４ 業績評価実施要領別表１の評価者欄に掲げる核融合科学研究所長が指

名する者は，核融合科学研究所研究・業務実績等評価委員会（以下「評価委

員会」という。）委員とする。 

２ 評価委員会について必要な事項は，別に定める。 

 

核融合科学研究所の研究教育職員に係る業績評価実施要項 

 

制  定 平成２７年４月１日 所長決定 

               最終改正 令和  年 月 日 

 

（趣旨） 

第１ この要項は，大学共同利用機関法人自然科学研究機構研究教育職員業

績評価実施要領（平成２７年４月１日機構長決定。以下「業績評価実施要

領」という。）第７（１）に基づき，核融合科学研究所（以下「研究所」と

いう。）における，研究教育職員の研究教育活動等の業績評価（以下「評価」

という。）の実施に必要な事項について定める。 

（評価の目的） 

第２ 評価は，次の各号に掲げる目的のために実施する。 

一 研究教育職員が，自己の活動を報告することによって，研究所の研究

教育活動等の活性化を促進する。 

二 研究教育職員の能力，実績を客観的かつ公正に評価し，評価結果を給

与等の処遇へ適切に反映させる。 

 

第３  （略） 

 

 

 

第４  （略） 
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（評価基準） 

第５ 評価基準は，所長が別に定めるものとする。 

（評価項目） 

第６ 評価項目は，研究，教育，共同利用・共同研究，機構・機関運営及びそ

の他（社会貢献，国際及び広報など）の５つを評価基軸とする。 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

第７ 評価の対象期間は，１０月１日から翌年９月３０日まで（以下「対象

期間」という。）とする。 

２ 評価の実施方法は，次のとおりとする。 

一 被評価者は，対象期間終了後，毎年１０月１５日までに業績評価に関

する調書（別紙１）及び研究業績目録（別紙２）を評価委員会に提出す

る。 

 

（新設） 

 

二 評価委員会委員は，前号で提出された業績評価に関する調書及び研究

業績目録に基づき，１次評価を実施する。 

三 評価委員会は，前号の評価委員会委員による１次評価の妥当性を審議

し，評価結果を所長へ報告する。 

四 所長は，１次評価による評価結果を踏まえ，２次評価として評価の調

整を行うものとする。 

３ 所長は，評価結果を被評価者本人に通知する。 

４ 被評価者に長期出張及び育児休業等の特別な事情がある場合は，その事

情を充分に考慮し，評価を行わなければならない。 

（評価基準） 

第５ 評価基準は，所長が別に定めるものとする。 

（評価項目） 

第６ 評価項目は，研究，教育，共同利用・共同研究，機構・機関運営及びそ

の他（社会貢献，国際及び広報など）の５つを評価基軸とする。 

（期待される業績水準） 

第７ 研究教育職員に期待される標準的な業績水準は，年間１編以上の査読

付き主著論文の発表とする。なお，主著論文とは，著者の中で最も重要な

役割を担った論文をいう。 

２ 前項の達成状況の判定において，主要な国際会議の招待講演，ＩＡＥＡ

論文，データベースの作成，学術的成果への受賞等，同等の成果をもって

主著論文に代えることはできない。 

第８ 評価の対象期間は，１０月１日から翌年９月３０日まで（以下「対象

期間」という。）とする。 

２ 評価の実施方法は，次のとおりとする。 

一 被評価者は，対象期間終了後，毎年１０月１５日までに業績評価に関

する調書（別紙１）及び研究業績目録（別紙２）を評価委員会に提出す

る。 

二 当該業績評価対象期間において，第７第１項に定める業績水準を達成

できなかった被評価者は，前号の提出に加えて，自己評価・研究計画書

（別紙３）を評価委員会に提出する。 

三 評価委員会委員は，前二号で提出された業績評価に関する調書，研究

業績目録及び自己評価・研究計画書に基づき，１次評価を実施する。 

四 評価委員会は，前号の評価委員会委員による１次評価の妥当性を審議

し，評価結果を所長へ報告する。 

五 所長は，１次評価による評価結果を踏まえ，２次評価として評価の調

整を行うものとする。 

３ 所長は，評価結果を被評価者本人に通知する。 

４ 被評価者に長期出張及び育児休業等の特別な事情がある場合は，その事

情を充分に考慮し，評価を行わなければならない。 
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（意見の申立て） 

第８ 被評価者は，評価結果について意見があるときは所長に申し立てるこ

とができる。 

２ 所長は，被評価者の申し立てを機構長へ伝えなければならない。 

（不利益な取扱いの防止） 

第９ 被評価者は，前項の意見の申し立てをしたことを理由として，不利益

な取扱いを受けない。 

（評価結果の活用） 

第１０ 所長は，評価結果を活用し，研究教育職本給年俸表（一）又は研究教

育職本給年俸表（二）の適用を受ける者の基本給及び業績給の決定，並び

に研究教育職本給表の適用を受ける者の昇給及び勤勉手当成績率の査定を

行うものとする。 

２ 所長は，評価結果を活用し，活動の向上及び改善等の指導を行うものと

する。 

 

 

（新設） 

 

 

（評価区分の決定） 

第１１ 所長は，第７第２項第４号による評価結果を勘案し，自然科学研究

機構で定める評価区分に従い成績を決定し，自然科学研究機構が定める業

績評価調査表を自然科学研究機構長に提出する。 

２ 所長は，前項の成績決定に際し，評価委員会に意見を聞くことができる。 

（秘密の保持） 

第１２ 評価に関わる者は，評価に関して知り得た情報について，他人に漏

洩し，又は所長が指示する目的以外に使用してはならない。 

（記録の保管） 

第１３ 評価結果は，文書により記録するものとし，保管期間は５年間とし

て，適切に管理及び保管を行うものとする。 

（意見の申立て） 

第９ 被評価者は，評価結果について意見があるときは所長に申し立てるこ

とができる。 

２ 所長は，被評価者の申し立てを機構長へ伝えなければならない。 

（不利益な取扱いの防止） 

第１０ 被評価者は，前項の意見の申し立てをしたことを理由として，不利

益な取扱いを受けない。 

（評価結果の活用） 

第１１ 所長は，評価結果を活用し，研究教育職本給年俸表（一）又は研究教

育職本給年俸表（二）の適用を受ける者の基本給及び業績給の決定，並び

に研究教育職本給表の適用を受ける者の昇給及び勤勉手当成績率の査定を

行うものとする。 

２ 所長は，評価結果を活用し，活動の向上及び改善等の指導を行うものと

する。 

３ 評価結果に関わらず， 連続する２年以上の業績評価対象期間において，

第７第１項に定める業績水準を満たさない被評価者は，第８第２項第２号

の提出に加えて，面談を実施する。面談は，研究成果を上げるための気づ

きや研究活動を改善に向ける目的で実施し，研究部長又は研究部長が指名

する者が行う。 

（評価区分の決定） 

第１２ 所長は，第７第２項第４号による評価結果を勘案し，自然科学研究

機構で定める評価区分に従い成績を決定し，自然科学研究機構が定める業

績評価調査表を自然科学研究機構長に提出する。 

２ 所長は，前項の成績決定に際し，評価委員会に意見を聞くことができる。 

（秘密の保持） 

第１３ 評価に関わる者は，評価に関して知り得た情報について，他人に漏

洩し，又は所長が指示する目的以外に使用してはならない。 

（記録の保管） 

第１４ 評価結果は，文書により記録するものとし，保管期間は５年間とし

て，適切に管理及び保管を行うものとする。 
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（庶務） 

第１４ 評価の実施に関する庶務は，管理部総務企画課が行う。 

（その他） 

第１５ 所長は，評価の実施方法等について継続的に見直し，必要な改善を

行うものとする。 

２ この要項に定めるもののほか，評価の実施に関し，必要な事項は別に定

める。 

 

附 則 （略） 

 

 

 

 

 

 

 

別紙１ ～ 別紙２ （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（庶務） 

第１５ 評価の実施に関する庶務は，管理部総務企画課が行う。 

（その他） 

第１６ 所長は，評価の実施方法等について継続的に見直し，必要な改善を

行うものとする。 

２ この要項に定めるもののほか，評価の実施に関し，必要な事項は別に定

める。 

 

附 則 （略） 

 

附 則 

１ この要項は，令和 年 月 日から実施する。 

２ 改正後の要項第８第２項第２号及び第１１第３項の規定に関して，第７

第１項に定める業績水準を達成すべき最初の対象期間は，令和６年１０月

１日から令和７年９月３０日までとする。 

 

別紙１ ～ 別紙２ （略） 
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（新設） 

 

別紙３（第１１第３項関係） 

自己評価・研究計画書 

（業績評価対象期間：  年  月  日～  年  月  日） 

氏 名  所属  

１．自己評価  

 

２．業績評価対象期間以降の研究目標，研究計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自己評価・研究計画書の作成について 

 

なるべく１ページに要領よくまとめて記載する。 

 

自己評価については，業績評価対象期間における自身の研究活動について，

被評価者の職位に求められる水準の成果や貢献等を期待どおりあげたかどう

か，求められる役割を果たしたかどうか，について自己評価を記載する。研

究活動における新しい挑戦，投稿中又は執筆中の論文，リジェクトされた論

文，責任著者論文，指導する学生の主著論文，及び重要な貢献を行った共著

論文等があれば，それらについても説明すること。 

 

業績評価対象期間以降の研究目標，研究計画については，目標とする成果

の世界的位置付けや，これまでの研究活動の経緯を踏まえて，どのように改

善又は探求するのかを具体的に記述すること。 
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核融合科学研究所における研究教育職員の評価基準 一部改正（案） 新旧対照表 

現   行  （ 旧 ） 改   正  （ 新 ） 

核融合科学研究所における研究教育職員の評価基準 

 

制  定 平成２７年４月 １日 所長決定 

最終改正 令和 ６年８月 ６日 

 

（趣旨） 

第１ この基準は，大学共同利用機関法人自然科学研究機構研究教育職員業

績評価実施要領（平成２７年４月１日機構長決定）第７（１）及び核融合科

学研究所の研究教育職員員に係る業績評価実施要項（平成２７年４月１日

所長決定。以下「実施要項」という。）第５に基づき，核融合科学研究所に

おける研究教育職員の評価基準を定める。 

（評価項目） 

第２ 評価項目は，実施要項第６に定めるとおりとする。 

（評価の観点） 

第３ 評価の観点は，次の各号に掲げる別表のとおりとする。 

一 研究部に属する研究教育職員 別表１  

二 フュージョンエネルギー産学連携研究室に属する研究教育職員 別表

２ 

（評価基準） 

第４ 評価基準は，次の各号のとおりとする。  

一 ＳＳＳは，極めて優秀（教育・研究上の業績が認められ，国際的に極め

て権威のある賞を受賞した場合（ノーベル賞に限る。）） 

二 ＳＳは，特に優秀（教育・研究上の業績が認められ，国内の極めて権威

のある賞を受賞した場合（大学共同利用機関法人自然科学研究機構職員

給与規程本給細則（平成１６年自機細則第６号）第３０条第１項第２号

ロ（１）に該当するもの及び大学共同利用機関法人自然科学研究機構研

究教育職員等業績評価委員会が相当する賞として認めるものに限る。）） 

核融合科学研究所における研究教育職員の評価基準 

 

制  定 平成２７年４月１日 所長決定 

最終改正 令和 年 月 日 

 

 

第１ この基準は，大学共同利用機関法人自然科学研究機構研究教育職員

業績評価実施要領（平成２７年４月１日機構長決定）第７（１）及び核融合科

学研究所の研究教育職員員に係る業績評価実施要項（平成２７年４月１日所

長決定。以下「実施要項」という。）第５に基づき，核融合科学研究所におけ

る研究教育職員の評価基準を定める。 

 

第２ （略） 

 

第３ （略） 

 

 

 

 

第４ 評価基準は，次の各号のとおりとする。  

一 ＳＳＳは，極めて優秀（教育・研究上の業績が認められ，国際的に極め

て権威のある賞を受賞した場合（ノーベル賞に限る。）） 

二 ＳＳは，特に優秀（教育・研究上の業績が認められ，国内の極めて権威

のある賞を受賞した場合（大学共同利用機関法人自然科学研究機構職員

給与規程本給細則（平成１６年自機細則第６号）第３０条第１項第２号

ロ（１）に該当するもの及び大学共同利用機関法人自然科学研究機構研

究教育職員等業績評価委員会が相当する賞として認めるものに限る。）） 

11 / 16



三 Ｓは，優秀 

四 Ａは，特に良好 

五 Ｂは，良好 

六 Ｃは，やや良好でない 

七 Ｄは，良好でない 

 

（新設） 

 

 

２ 実施要項第７第２項第１号により，業績評価に関する調書及び研究業績

目録を提出しない被評価者の評価区分は「Ｄ」とする。ただし，特別な理由

のある場合を除くものとする。 

（評価区分の割合）  

第５ 所長は，第３第１項の規定により評価区分を決定する研究教育職員の

総数に占めるＳＳＳ，ＳＳ，Ｓ又はＡの評価区分に決定する研究教育職員

の数の割合について，職員層に応じ次表に定める割合により相対評価する

ものとする。 

評価区分 ＳＳＳ，ＳＳ，Ｓ Ａ 

教授 １０％以内 ３０％以内 

准教授，講

師 

５％以内 ２０％以内 

助教，助手 ２０％以内（ただし，ＳＳＳ,ＳＳ及びＳの区分は

５％以内） 

 

（新設） 

 

 

附 則 （略） 

 

三 Ｓは，優秀 

四 Ａは，特に良好 

五 Ｂは，良好 

六 Ｃは，やや良好でない 

七 Ｄは，良好でない 

２ 実施要項第７第１項に定める業績水準を，過去３年間連続して満たさな

い被評価者の評価区分は「Ｃ」又は「Ｄ」とする。ただし，実施要項第８第

２項第２号に定める当該被評価者の自己評価を考慮するものとし，特別な

理由のある場合はこの限りではない。 

３ 実施要項第８第２項第１号により，業績評価に関する調書及び研究業績

目録を提出しない被評価者の評価区分は「Ｄ」とする。ただし，特別な理由

のある場合を除くものとする。 

（評価区分の割合）  

第５ 所長は，第３第１項の規定により評価区分を決定する研究教育職員の

総数に占めるＳＳＳ，ＳＳ，Ｓ又はＡの評価区分に決定する研究教育職員

の数の割合について，職員層に応じ次表に定める割合により（削る）評価

するものとする。 

評価区分 ＳＳＳ，ＳＳ，Ｓ Ａ 

教授 １０％以内 ３０％以内 

准教授，講

師 

５％以内 ２０％以内 

助教，助手 ２０％以内（ただし，ＳＳＳ,ＳＳ及びＳの区分は

５％以内） 

（その他）  

第６ この基準に定めるもののほか，必要な事項は所長が別に定める。 

 

 

附 記 （略） 
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別表１ ～ 別表２ （略） 

 

附 記 

この基準は，令和 年 月 日から実施する。 

 

別表１ ～ 別表２ （略） 
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核融合科学研究所運営会議人事委員会規則 一部改正（案） 新旧対照表 

現   行  （ 旧 ） 改   正  （ 新 ） 

核融合科学研究所運営会議人事委員会規則 

 

制  定 平成１６年７月１３日 規則第２１号 

最終改正 令和 ５年９月 ６日        

 

 （趣旨） 

第１条 大学共同利用機関法人自然科学研究機構運営会議規程（平成 16年自

機規程第 17 号）第９条第２項の規定に基づく核融合科学研究所運営会議

（以下「運営会議」という。）に置く核融合科学研究所運営会議人事委員会

（以下「委員会」という。）の組織運営に関しては，この規則の定めるとこ

ろによる。 

 

第２条 ～ 第８条 （略） 

 

 （雑則） 

第９条 任期制に伴う研究教育職員（教授，准教授，助教及び助手）の再任の

可否については，別に定める。 

 

附 則 （略） 

 

核融合科学研究所運営会議人事委員会規則 

 

制  定 平成１６年７月１３日 規則第２１号 

最終改正 令和  年  月  日        

 

 （趣旨） 

第１条 大学共同利用機関法人自然科学研究機構運営会議規程（平成 16年自

機規程第 17 号）第９条第２項の規定に基づく核融合科学研究所運営会議

（以下「運営会議」という。）に置く核融合科学研究所運営会議人事委員会

（以下「委員会」という。）の組織運営に関しては，この規則の定めるとこ

ろによる。 

 

第２条 ～ 第８条 （略） 

 

 

（削る） 

 

 

附 則 （略） 

 

   附 則 

 この規則は，令和 年 月 日から施行する。 
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核融合科学研究所研究・業務実績等評価委員会に関する申合せ 一部改正（案） 新旧対照表 

現   行  （ 旧 ） 改   正  （ 新 ） 

核融合科学研究所研究・業務実績等評価委員会に関する申合せ 

 

制  定 令和５年９月１２日 所長決定 

 

 

（趣旨） 

第１ この申合せは，核融合科学研究所の研究教育職員に係る業績評価実施

要項（平成２７年４月１日所長決定。）第４第２項，核融合科学研究所の特

任教員に係る業績評価実施要項（平成２７年４月１日所長決定。）第３第

３項，核融合科学研究所のＵＲＡ職員に係る業績評価実施要項（平成２７

年２月２５日所長決定。以下「ＵＲＡ職員実施要項」という。）第４第２

項，核融合科学研究所の年俸制職員に係る業績評価実施要項（平成２７年

３月２４日所長決定。以下「年俸制職員実施要項」という。）第３第３項及

び核融合科学研究所の専門研究職員等に係る業績評価実施に関する申合せ

（令和３年１１月３０日所長決定。以下「専門研究職員等申合せ」という。）

第３第３項（上記の各実施要項及び申合せについて，以下「実施要項等」と

いう。）に規定する核融合科学研究所研究・業務実績等評価委員会（以下

「評価委員会」という。）に関し，必要な事項を定める。 

（任務） 

第２ 評価委員会は，核融合科学研究所の研究教育職員，ＵＲＡ職員，年俸

制職員，専門研究職員，研究員及び特命専門員に係る業績評価に関し，次

の事項について実施，審議し，所長へ報告又は提言を行うものとする。 

(1) 実施要項等に定める１次評価に関する事項 

(2) 「再任評価に関する運用について」（核融合科学研究所運営会議任期

制評価委員会 平成２０年７月８日承認）に定める所内評価に関する事

項 

核融合科学研究所研究・業務実績等評価委員会に関する申合せ 

 

制  定 令和５年９月１２日 所長決定 

最終改正 令和 年 月  日 

 

（趣旨） 

第１ この申合せは，核融合科学研究所の研究教育職員に係る業績評価実施

要項（平成２７年４月１日所長決定。）第４第２項，核融合科学研究所の特

任教員に係る業績評価実施要項（平成２７年４月１日所長決定。）第３第

３項，核融合科学研究所のＵＲＡ職員に係る業績評価実施要項（平成２７

年２月２５日所長決定。以下「ＵＲＡ職員実施要項」という。）第４第２

項，核融合科学研究所の年俸制職員に係る業績評価実施要項（平成２７年

３月２４日所長決定。以下「年俸制職員実施要項」という。）第３第３項及

び核融合科学研究所の専門研究職員等に係る業績評価実施に関する申合せ

（令和３年１１月３０日所長決定。以下「専門研究職員等申合せ」という。）

第３第３項（上記の各実施要項及び申合せについて，以下「実施要項等」と

いう。）に規定する核融合科学研究所研究・業務実績等評価委員会（以下

「評価委員会」という。）に関し，必要な事項を定める。 

（任務） 

第２ 評価委員会は，核融合科学研究所の研究教育職員，ＵＲＡ職員，年俸

制職員，専門研究職員，研究員及び特命専門員に係る業績評価に関し，次

の事項について実施，審議し，所長へ報告又は提言を行うものとする。 

(1) 実施要項等に定める１次評価に関する事項 

 

（削る） 
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(3) ＵＲＡ職員実施要項第４第１項，年俸制職員実施要項第５各項及び専

門研究職員等申合せ第５各項に定める業務目標に関する事項 

(4) 業績評価制度の改善・充実に関する事項 

(5) その他業績評価に関し所長が必要と認めた事項 

 

第３ ～ 第６ （略） 

 

附 則 （略） 

 

(2) ＵＲＡ職員実施要項第４第１項，年俸制職員実施要項第５各項及び専

門研究職員等申合せ第５各項に定める業務目標に関する事項 

(3) 業績評価制度の改善・充実に関する事項 

(4) その他業績評価に関し所長が必要と認めた事項 

 

第３ ～ 第６ （略） 

 

附 則 （略） 

   附 則 

 この規則は，令和 年 月 日から施行する。 
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